
別紙第１号様式(第８条関係)  (衆議院)

01 １：新規 02 ９ ９ － ９ ９ ９ ９ ９ ９ 03 適格組 平成・令和　 年　 月 　日

２：更新 合証明 第　　　　　　　　　　号

一般競争(指名競争)参加資格審査申請書(建設工事)
 5・6 年度において、貴衆議院で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

5 年 1 月 7 日 ※ 05 から12 までの各欄はすべて左詰で記載。 08 と 09 姓と名前の間は１文字あける。

　　　　　衆議院庶務部会計課長　殿

04  本社(店)郵便番号 05  法人番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ ９ ８ ７

 ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ トウキョウト　チュウオウク　ギンザ ※フリガナはカタカナで

06  本社(店)住所 ※丁目、番地は省略し、「―」にて記載

 ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ギンザケンセツ ※法人の種類を表す文字についてはフリガナは記載しない。

07  商号又は名称

08  役職

 ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ トクガワ　イエヤス 09  ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ トクガワ　ヨシムネ

 代表者氏名  担当者氏名

10  本社(店)電話番号 11  担当者電話番号

(内線番号 ７ ７ ７ ７ ７ )

12  本社(店)FAX番号 13  メールアドレス

(14 代理申請時使用欄) ※

14  申請代理人   申請代理人郵便番号 ×××－○○○○ ※申請代理人欄は行政書士等が代理で申請する場合のみ記入。

  申請代理人住　　所 東京都○×区△□町１－１－１ 申請代理人電話番号 ○○○○－×××－△△△△

  申請代理人氏　　名 ××　××

15  外資状況 16  営業年数

 [ 国名：　　　　　　　　]  [ 国名：　　　　　　　　]  [ 国名：　　　　　　] [ 国名：　　　　　　]
      ( 外資比率：100％ )    ( 外資比率：   ％ )   ( 外資比率：   ％ ) 17  総職員数

   (人)
・ ・

18  設立年月日（和暦） 19  みなし大企業 ※ 該当する□にレ点を入れる。

明治　大正  下記のいずれかに該当する レ  該当しない
昭和　平成 ・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業
令和 ・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業
※ 登記事項証明書記載の設立年月日を記載。 ・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

・・  (衆議院)

４ ０ １ ２ ０年 月 日

３ ４ － １ ２ ３０ ３ －

１ ２

４

８

　

０ ３０ ３ － １

令和

１ ２ abcd1234efg

徳

２

３ ０ ０

５ 7 年 １  外　国　籍　会　社  ２  日 本 国 籍 会 社  ３  日 本 国 籍 会 社

　

８

徳 川 　 家 康 　

種々の連絡に対応可能なアドレスを記載すること。
メールアドレスがない場合は“なし”と記入。

＠tgconstruction.co.jp

５ ６ ７

川 　 吉 宗

３ ４ －

代 表 取 締 役 社 長

－３ ４ － ５ ６ ７
 ※電話番号欄は「―」で区切り（　）は用いないこと。

　

　 　座 ９ ― ９ 　 　東 京 都 中 央 区 銀

銀 座 建 設 （ 株 ）

※該当する申請区分の番号
　に○印を付す。継続申請
　でない場合も新規とする。

建設業許可番号

※現在許可を受けている建設業の番号で申請日の直近のものを転記。

※官公需適格組合証明書の番号
　を取得している場合のみ記載。

　令和

１ ２ ３ ― ４ ５ ６ ７



※資格希望工種の欄には参加を希望する工種に必ず○印を付す。

20

① 競争参加資格希望工種区分

  １ ２ ３ ４ ５ ０ ０ ０

　 　 ５ ６ ７ ０ ０ ０

　 ３ ４ ５ ０ ０ ０ ０

２ ３ ４ ５ ０ ０ ０

　 　 １ ８ ７ ０ ７ ０ ０ ０

記載要領 １．完成工事高については、添付した総合評定値通知書の完成工事高を記載すること。

　　　　 ２．資格希望工種欄には、衆議院で登録を申込む工種にのみ○印を付すること。（その他は希望工種に含まれません。）

 建築一式工事

 とび・土工・コンクリート工事

 その他

合　　　　　　　　　計

 電気工事

 管工事

 舗装工事

○  塗装工事

完
　
　
成
　
　
工
　
　
事
　
　
高

② 年間平均完成工事高

 土木一式工事

○

 水道施設工事

 解体工事

 消防施設工事

 電気通信工事

 造園工事

 建具工事

○  防水工事

○  内装仕上工事

 機械器具設置工事

※②には総合評定価通知書の「年平均」を転記。

（千円）

資
格
希
望
工
種


